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個 別 注 記 表 
2020 年 10月 1 日から 2021 年 9 月 30日 

 

１．重要な会計⽅針に係る事項に関する注記 
 (1) 資産の評価基準及び評価⽅法 
   (a) 棚卸資産の評価基準及び評価⽅法 
   ア) 商品 

最終仕⼊原価法を採⽤しています。 
イ） 貯蔵品 

    最終仕⼊原価法を採⽤しています。 
 
 (2) 固定資産の減価償却の⽅法 

 (a) 有形固定資産（リース資産を除く） 
    建物及び附属設備については定額法、その他の有形固定資産については 

定率法を採⽤しています。 
   (b) ⻑期前払費⽤ 
    均等償却を採⽤しています。 
   (c) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
    リース期間を耐⽤年数とし、残存価額を零とする定額法を採⽤しています。 
 
 (3) その他計算書類の作成のための基本となる重要事項  
   (a) 消費税等の会計処理 
    消費税等の会計処理は、税抜⽅式によっています。 
 

２．貸借対照表に関する注記 
  有形固定資産の減価償却累計額        
   建物        1,963 千円 
   附属設備     46,989 千円 
   ⼯具器具備品   38,323 千円 
   ⼀括償却資産   19,483 千円 
   リース資産     3,656 千円 
 
３．株主資本等変動計算書に関する注記 
 (1) 当該事業年度の末⽇における発⾏済株式の数 
      普通株式    5,275 株 
     A 種優先株式  1,300 株 
     合計      6,575 株 
 (2) 当該事業年度の末⽇における⾃⼰株式の数  0 株 
 (3) 配当に関する事項  
     該当事項はありません。 
 



 

４．その他の注記 
（資産除去債務） 

 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 
(1)  当該資産除去債務の概要 

 当社が営業する店舗の現状回復費⽤に関し、資産除去債務を計上しております。 
(2)  当該資産除去債務の⾦額の算定⽅法 

 店舗の使⽤⾒込期間を取得から 10 年と⾒積り、割引率は国債 10 年物利回りを使⽤ 
して、資産除去債務の⾦額を算定しております。 

(3)  当該事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 
 期⾸残⾼                32,340 千円 
 有形固定資産の取得に伴う増加額     31,450 千円 
 時の経過による調整額             8 千円 
 期末残⾼                63,797 千円 


